
（全会計　～H28:決算額　H30:最終予算額　H31:当初予算額）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
（億円）

H４ H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 H31

5,274

9,273

14,547

6,899

10,098

16,997

8,721

10,999

19,720

10,598

11,584

22,181

11,717

12,077

23,794

12,212

248

12,560

25,020

12,161

767

12,954

25,882

11,765

1,052

12,360

25,176

11,253

1,220

11,883

24,356

10,756

1,617

11,260

23,633

9,980

2,252

10,742

22,975

9,277

2,841

10,321

22,439

5,274

9,273

14,547

6,899

10,098

16,997

8,721

10,999

19,720

10,598

11,584

22,181

11,717

12,077

23,794

12,212

248

12,560

25,020

12,161

767

12,954

25,882

11,765

1,052

12,360

25,176

11,253

1,220

11,883

24,356

10,756

1,617

11,260

23,633

9,980

2,252

10,742

22,975

9,277

2,841

10,321

22,439

8,722

3,284

9,738

21,744

8,167

3,805

9,034

21,006

7,816

3,999

8,722

3,284

9,738

8,167

3,805

9,034 8,5888,588

7,816

3,999

20,403

14,547 16,997 19,730 22,285 24,229 25,889 27,092 26,333 25,500 24,934 24,508 24,098 23,436 22,905 22,498

※平成30年3月31日現在の登録人口（住民基本台帳登録人口）
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市の借金※は、およそ2兆400億円。
　市債残高※は、平成4年には1兆 5,000億円程度でしたが、次第に増加し、最大時の平成16年度末に
は2兆 5,000億円以上になりました。
　その後、毎年、新たに発行する市債の額を抑制することなどにより、市債残高※は着実に減ってきてお
り、平成31年度末には2兆 400億円程度になる見込みです。

（年度）
H４ H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 H31

　普通会計ベースの市債残高※は、政令指定都市の中でも高い水準にあり、市民一人あたりに換算すると
4番目に多くなっています。

市民一人あたりの市債残高※は、約80万円。

■市民一人あたり市債残高の比較（H29: 決算額、普通会計）



（全会計　～H28:決算額　H30:最終予算額　H31:当初予算額）

一人あたりの公園緑地面積

下水道普及率 (人口普及率）

都市計画道路の整備率
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　福岡市では、国の景気対策とも連動し、立ち遅れていた都市基盤・生活基盤（道路・下水道・文化・スポー
ツ施設等）の整備を、市債を活用して積極的に推進してきました。
　市民生活向上に寄与する社会資本整備が飛躍的に向上した反面、市債残高は急激に増加しました。

平成29年度平成4年度

主に下水道や道路など、将来世代の市民も使う公共施設をつくるために使用。

下水道や道路、地下鉄などの整備を積極的に行ったため、市債残高が増加。

平成31年度
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※注 1: 平成 4年度当時の政令指定都市12都市中の順位。(東京都 (区部 ) を除く )
※注 2: 平成 29年度当時の政令指定都市20都市中の順位。(東京都 (区部 ) を除く )

　借金（市債）は、主に何十年の長期にわたって使
用する公共施設をつくるための財源となってい
ます。その理由は、下水道や道路などの長期にわ
たって使用する公共施設については、施設をつく
る年の市民だけで全ての建設費用を負担するの
ではなく、施設を使用して便益を受ける将来世代
の市民にも負担してもらうことが公平だと考え
られるためです。
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県費負担教職員制度の
権限移譲に伴う増加
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■財政調整用基金残高の推移
　（～H28：決算額  H30：決算見込額  H31: 当初予算額）

H30 H31

一般財源は微増の傾向。

財政調整用基金（貯金）の残高は、近年300億円前後で推移。

　市税収入は、個人市民税における県費負担教職員制度の権限移譲に伴う税率変更の影響及び
納税義務者数の増加などにより、過去最大の規模となりました。しかし、市税収入の増加等に伴
い、実質的な地方交付税が減少傾向にあるため、一般財源全体としては微増の傾向にあります。

　国の三位一体改革に伴う歳入の大幅減等により、H16年度には100
億円を割り込みました。しかし、近年は、財源に余裕がある場合や決
算の剰余金が発生した場合に積み立てを行い、残高は300億円台にま
で回復しています。



収入が大幅に伸びない中、
義務的経費の支出が高止まり、財政が硬直化。
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県費負担教職員制度の
権限移譲に伴う増加
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　福祉や医療などの固定的な経費（義務的経費）が増加し、新し
い事業への投資に使えるお金が少なくなってきています。

○市債残高（借金）は確実に減少しつづけていますが、他の政令市と比較して依然として高
い水準にあります。
○自由に使うことのできる一般財源は、市税収入の増加等に伴い微増の傾向にあります
が、教職員に係る人件費が大幅に増加するとともに、扶助費などの義務的経費が年々増
加傾向にあります。福岡市の財政は依然として楽観できる状況にはありませんが、将来
の世代に課題な負担を残さないためにも、健全な財政運営の取組みを着実に進めていく
必要があります。



～平成29年3月時点の制度等を前提とした姿～

※今後の財政運営の指針となる『財政運営プラン（平成29年6月策定）』より抜粋



提供



７７６

●将来にわたり持続可能な財政運営に向けた平成31年度における取組みは？

７７６

２,７３９

６７６

・モーターボート競走事業収益の確保による一般会計への繰出金の増
                                                                                     　　　　 など

・未利用地等の売却・貸付
　　　　　　　　　　　　など

　平成31年度の予算編成においては、「歳入の積極的確保」や「行政運営の効率化」などの取組みを進め
ることで、約42億円の財源を確保しました。

平成31年度財源確保額（一般財源ベース、百万円）：４，１９１

・組織体制の見直し　
20
20

620
500

136
59・業務委託内容の見直し

　　　　　　　　　　　　など

２,７３９

1,243

162
105
15

1,226
12

・市税収入率の向上 [H30 98.2% → H31 98.6%]

・市営住宅使用料収納率の向上
　　　　　　　　　　　　　　　など

1.496
1,381

６７６

・道路占用料等の改定

・緑のリサイクルセンターの廃止　

・道路照明のＬＥＤ化による電気料金の縮減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
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H16～ H28は当該年度末日現在の登録人口、H30、31は H30.12 月末現在の登録人口
※1　臨時財政対策債は、国が地方交付税として交付する代わりに、地方に自ら市債を発行させ財源を調達するもの。その償還（返
済）にあたっては、後年度に国から全額地方交付税で措置されます。

※2　満期一括償還のために既に償還財源を市債管理基金に積み立てたもの。
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　平成 31年度の一般会計の市債発行額は762億円で、臨時財政対策債 (※1) の減少（▲55億円）等に
より、30年度当初予算額から14億円減少しました。

　平成31年度末の満期一括積立金(※2)を除く全会計市債残高見込額から国が償還額を全額地方交付税
措置する臨時財政対策債の残高見込額を除いた額は、ピーク時の平成16年度末より8,711億円縮減し
ています。　
　また、その市民一人あたり市債残高見込額は、平成16年度末から約79万円減少し約106万円となり
ます。

（～H28: 決算額　H30: 最終予算額　H31: 当初予算額） （～H28: 決算額　H30: 最終予算額　H31: 当初予算額）



●PPPを活用した施設整備が進んでいます
　福岡市が所有する公共施設は、市民の暮らしを支え、また、都市の魅力や賑わいを創出するなどの重要
な役割を担っています。このうち、機能の更新や拡充が必要となっている大規模な公共施設については、
建替え等にあたってPPPを活用しています。

●PPPってなに？
　PPPとは、Public Private Partnership（パブリック・プライベート・パートナーシップ） の略で、行政
が実施している公共サービスや社会資本整備を計画段階から、民間事業者と協働で知恵と資金を出し合
いながら実施していくものです。
　福岡市では、平成24年に策定した「官民協働事業（PPP）への取組方針」に基づき、大規模な公共施設の
建設や運営等にPPPを導入しています。

　福岡市科学館は、子どもから大人まで幅広い世代が科学を体験し、楽しむ施設として、展示だ
けでなく、福岡の人や資源と連携した様々な体験活動やイベントを実施し、将来を担う人材の
育成や市民の生涯学習の場の提供に取り組んでいます。

○民間事業者の提案で、
　　開館時間を延長。大人も楽しめるプログラムを実施。
○民間事業者独自の全国的なネットワークにより、
　　専門人材の確保と最新科学情報の発信を実現　　など　

PPPを活用することで、従来の手法の場合と比べ、

●PPPで整備された施設

福岡市科学館 平成29年10月オープン

民間ノウハウの活用等によるサービスの向上

財政負担の軽減

３倍の150万人の来館者数を達成

約10%の事業費の削減を達成

来館者の年間目標50万人に対し、



　PPPでは、民間事業者が事業実施にあたり相当程度の裁量を有し、ノウハウ等を発揮することでサー
ビスの向上が図られることになります。
　また、設計・建設・維持管理・運営といった業務を一括で発注し、“性能を満たしていれば細かな手法
は問わない”性能発注方式が採用されているため、民間事業者の創意工夫によるコストダウンが図られ
ることになります。

●PPPのメリット

　日本近代建築の巨匠・前川國男によって設計された
美術館が、その意匠を継承しつつも、「より開かれた美術
館」を目指し、大濠公園側に新しい入り口とカフェを設
けるなど、より気軽に、親しみやすく生まれ変わりまし
た。また、民間のノウハウを活用した積極的な広報や利
便施設の充実などサービスの拡充が図られます。美術館
が所蔵するダリやミロなどの作品を国内最高水準の展
示環境でお楽しみください。

福岡市美術館　平成31年3月リニューアルオープン

　市民のスポーツを「する」、「見る」を支える新たなス
ポーツ拠点として、東区アイランドシティに総合体育館
がオープンしました。西日本最大級の面積を誇るメイン
アリーナ（観客席数5,042席）を備え、国際大会や国内
の大規模スポーツ大会から市民利用まで、幅広いニーズ
に対応できる体育館です。

福岡市総合体育館　平成30年12月オープン

　子どもたちの健康に配慮し、快適な学習環境を整える
ために、福岡市立の小・中学校の全ての普通教室にエア
コンを設置しました。PPPを活用することによって、民
間事業者のノウハウを活用することができ、小学校につ
いては平成 27年度に、中学校については平成 28年度
に、一斉にエアコンを整備をすることができました。

福岡市立小・中学校空調　平成27年9月小学校供用　平成28年8月中学校供用

　給食センター、第２期展示場、
中央児童会館や早良南地域交流
センターなども、PPPを活用して
整備をしています。

その他
給食センター 第２期展示場



平成31年4月発行


